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概要
中国農村の定年制度は今までの段階ですでに社会道徳として存在しており，
社会的に完全に制度化されているのでもなく，政府の責任または必ずしも義
務として位置づけられるものでもない。また，農村においては，家族年金保
険制度も未整備であり，政府からの保障はない。本論文では中国農村養老保
障（年金）制度の流れと現状を分析し，農村の現実に対した養老保障制度設
立の必要性，財政支出の視野からの制度構築の可能性を議論する。農村養老
保障案，基金の運営・管理を分析し，政府主体の養老保障制度の設立は農村
養老が抱える問題を解決する方策として有効であることを述べる。
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１．はじめに
中国の農村では老人の人口が増え，農村養老保障問題は政府や社会が直面
する大きな難問である。老後の生活は社会保険または年金保険で保障され
る。これらは，一般的に，現役時代に法律で定められた年限だけ就業し，そ
して法律で定められる年齢に達することで，労働者が保障を受けるための条
件を満たすと，国と社会が法律で定められた条件にしたがって，物質的な資
源を労働者に提供して，老後の生活を維持するという社会保険の制度であ
る。養老保険は養老保障制度の主要な内容である。
しかし，中国のもつ経済構造の特徴のために，城郷の間には２つの独立し
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た社会保障制度が存在する。市民は政府に依存し，村民は家庭に依存する。
農村社会保障のレベルは低く，保障項目は少ない。保障は応急性があるにも
かかわらず，制度化に欠けている。現在の城鎮社会保障制度の基本的な枠組
みを土台として設立し，漸進的に整備しつつ，農村における養老制度を確立
することを社会保障制度改革に盛り込むべきである。
２．農村養老保障の歴史
中国では，政府による農民の保障は不十分である。新中国を設立した後，
農村は団体化時代に入った。国と地方政府は，理論上，農民の福祉保障の責
任を提供することを引き受けた。人民公社時代の集団化経済は，単なる農業
生産の集団化・組織化ではなく，同時に，集団化した経済組織は農村人口に
対して生活物質を提供していた。農村において老人の生活を保障していたの
は家庭である。自然災害を受けた時の救済，「身寄りのない老人・病人・孤
児・寡婦（夫）・障害者」に対する食物・住宅・服・医療・（老人に対する）
葬式あるいは（孤児に対する）保護という五保制度以外には，農民たちが政
府にから得る保障は少ない。
「五保制度」の資金と物資は主に当時の主導地位を占めていた集団的経済
組織が負担することになっていた。農村には，普遍的な老後の生活保障とい
う仕組みがない。普通の人々の老後の生活保障は，基本的に家庭と社区性生
産組織である生産隊が負担することになっている。年をとった人あるいは体
力の弱い人は，集団組織から配分された体力に耐える労働に参加した収入と
集団から一定程度の保障を得ることができる。しかし，この保障は改革開放
後に集団経済の崩壊につれて弱体化した。
１９７８年，家庭連産の農村改革は中国における経済体制改革の序幕を開い
た。農村において集団経済は実質的な変化を生んだ。しかし，農村養老保障
はいまだにできていない。政府は特別な時期あるいは「五保の人」に特別な
援助を提供するが，農村の老人の生活は主に家庭が担っている。
農村養老保障が長期にわたって欠けてきたことは，いくつもの意味で農村
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養老保障制度設立の必要性を生じさせている。
第１に，農村養老保障制度は人権保護の重要の体現である。今中国の町と
農村に存在する二つの違う養老制度は，経済と国情の所為であるが，現状維
持のわけではなく，一つの不平等の現象である。政府としては国民全体の生
存を保障する義務がある。養老保障は社会保障の一つとして全国民に適用す
るべきで，収入別や地区別で違う扱いをすることができないのはおかしい。
現代社会にサービス型政府を求め，最大限公民の権益を保護させるべきであ
る。農村養老保障は農村老人の生存基本権利に直接関係し，農村養老保障制
度の設立は法律改善の当然な要求である。
第２に，農村人口の高齢化につれて，高齢者の扶養が大きな問題となりつ
つある。計画生育の実施も農村人口の構築に大きな影響を与える。家庭中の
人口割合は「４－２－１」ないし「４－２－２」になっている。夫婦両方の
親の扶養は子供の責任になり，家庭生活において大きな負担になっている。
第３に，都会化に伴い，農村における若者は都会に出稼ぎ，農村の過剰労
働力の移動と農村経済発展に有利ではあるが，出稼ぐ農民は町でもっと文明
的な生活を目の当りにし，再び農村には戻りたくなく，農村高齢者の扶養に
大きな影響を与えた。
第４に，「養子防老（子供の養育は自分の老後扶養のため）」が農村に存在
したが，この現象は国家の法律と政策に抵抗的である。多くの学者はこれを
農民の旧い観念だと指摘した。しかし，事実上は人々の生存を保障するにふ
さわしい保障制度がなく，人々は法律と政策に抵抗することしかできなかっ
た。決して旧い観念でなく，利益選択の衝突である。この問題を解決するた
めにも農村養老制度の保障を確立するべきである。
３．現状の分析
３．１ 農村養老保障の必要性の高まり
農村の伝統的な養老制度は弱体化した。主に伝統的な農村社会保障が弱化
され，土地の保障が「虚化」され，家庭保障も弱化された。農村家庭の産量
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関連請負い責任制の実施に伴い，農村集団経済が大幅に削減され，資金不足
に対して五保制度は有名無実である。農民の収入に占める土地収益の割合は
減少し，農民生活の保障能力は低下した。農業生産性は低く，農産品の価格
も不合理である。農業経営の絶対的な収入はますます低下する傾向にあり，
農民の土地負担もますます重くなっている。単純に土地状況で農民に保障を
与えることができない。また，生育政策の実施につれて，農村家庭は小型化
する傾向があり，養老面で扶養係数の大幅な上昇をもたらししている。さら
に，農村労働者の流失は，家庭の保障機能も大きく弱体化させている。
農民は社会養老保険を求めている。経済発展とともに農民が直面する高齢
者リスクはますます著しくなり，しかも徐々に社会的なリスクが質的に変化
している。例えば，社会人口の流動化により，都市化が加速され，農村中の
若者の多くは町に出稼ぎ，農村中の非農業人ないし農民工になった。留守番
になった高齢者は土地を利用し請負う力がなく，収入が大幅減少し，基本的
な生活の保障を失うというリスクを負うことになった。最終的に都市生活に
入らなかった農民工は，仕事する時に養老保険に参加しなかった上に，しか
も貯金も多くなく，老後にも同じリスクに直面する。
３．２ 制度構築のあり方
社会保障制度の設立においては，現在の中国の経済環境を踏まえて，グルー
プ間や地域間で経済発展のレベルが異なることを考慮して，漸進的に社会養
老保険を拡大することが求められる。
 現在の中国は，地域間の経済発展状況が極めて不均衡であり，人々の
社会保険への需要やそれへの支払い能力には大きな格差がある。したがっ
て，それぞれの地区の経済発展レベルに合わせた個別的な案を作るべきであ
る。東部から中西部へと対象地区を徐々に拡大するべきである。それと同時
に，中央政府は財政的な支出を増やし，東部の発達地区が未発達地区を支援
する，街が農村を支援する，といった具合に全国的な政策として中西部に力
を入れるべきである。
 近年，中国の農村グループにも変化が生じている。社会養老保険への
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需要とそれへの支払い能力に対する格差は農村グループ内にも生じている。
したがって，農村をいくつかにグループ化し，各々のグループに応じた養老
保険の案を設けるべきである。各層の需要を満足させるためには，たとえ
ば，農村社会を３つのグループに分けることができるだろう。第１に，農村
の非農業グループで，たとえば，郷鎮企業の会社員である。第２に，出稼ぎ
のグループで，いわゆる農民工である。第３に，農村に残って土地を使い農
業を経営する農民であり，この人々こそが正真正銘の農民である。
第１の農村中の非農業グループは，いわゆる農村に住みながら，非農業の
仕事に従事する人々である。その人たちは町にいる会社員と違いがない。こ
のグループに対しては，町の会社員と同じ社会保険制度を採るべきである。
第２の町に出稼ぎする農民工は，新たに分類すべきグループである。農民
工のうち継続的に職業をもち続けて，安定的に町に居住し続けることができ
る農民工を町の社会養老保障制度に加入させるべきである。流動性の大きい
職業に就き，住居が不安定であり，老後に農村に戻って農業を経営する農民
工からなるグループに対しては，専用の個人口座を作り，企業と職員が一定
の比率で保険料を支払い，個人口座に振り込むような仕組みが望ましい。こ
のグループの流動性を踏まえると，全国で統一的な政策で管理する必要があ
る。また，本人の職場変更に応じて口座も移動できるようにしておくべきで
あろう。企業の責任回避を防ぐためには，労働監査と規範用工を取り入れる
ことが望ましい。養老保険料の徴収を保ち，確実に農民工の社会権益を保障
するのである。
第３の留居農村で土地を経営するグループは，支払い能力が低く，時期成
熟前に社会養老保険制度を無理に押し広めることは，農民の負担を増やすだ
けに終わってしまいかねない。また，農民の抵抗のために，有効に執行する
ことが不可能になるとも考えられる。差し当り今できることは，農村人口の
社会救助を強化することであろう。
３．３ 農村養老保険制度の意義
中国農村養老保険設立の目的は，農村人口全体を社会保険制度に組み入れ
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ることである。社会保障はいかなる社会成員にも法律規定の条件に満たすこ
とを公平に要求し，その社会的地位，職業，貧富などに拘らず，全員社会保
障に入ることができ，社会保障は社会の程度が高ければ高いほど公平性が充
分であることを表す。現在の中国社会養老保険制度は明らかな身元特徴を持
ち，都市に戸籍があるかどうかにより分けている。それゆえ中国社会保障制
度の設立は都市と農村養老保障制度の統一を求めるべきであり，都市社会養
老保障体制を改善する必要がある。同時に速やかに農村社会養老保障制度を
設立し，都市と農村の社会養老保険の両大プレート間に一つの共通点を探り
出し，都市と農村社会養老保険制度の最終的な整合を促す。
中国の多層な社会養老保障システムは，自己保障，政府保障，政府主導責
任保障，会社保障，市場保障の各層に分けられている。農村においてはこれ
らの各層の保障は新しい特色を授けている。
自己保障は主に家庭保障，個人貯金保障，土地保障が有り，家庭保障は成
年の子が物質的な援助で年をとった親たちの物質的・感情的要求を満足さ
せ，成年の子が親に反哺することを表す。農村の養老保障では，家庭養老の
機能を大げさにできないし，その機能を軽視することもできないだろう。家
庭中にある家族間の互助互済の機能と感情的なものはいかなる社会保障制度
でも代わることができないのである。また，養老家庭において，自己管理の
できない老人の面倒を見る場合には補助を与えるべきである。老人と同居し
ている子ないし近くに居住している子は優遇されるべきである。個人貯金保
障は個人が青年時の労働収入の一部を貯金し，年をとった後使うことを示
す。個人が自分の一生の収入のバランスを考えなければならない。個人貯金
は高齢者の収入水準を高め，生活レベルも向上させる。国家は早く優遇政策
を作り出し，養老貯金を激励するべきである。土地保障は農村において虚化
されているが，高齢者の日常支出要求を保障するには重要であり，正式的な
制度を補充する役割になる。高齢者は小さな土地を活用し日常生活用の支出
に補い，それゆえ感情的な要求も満足できる。農村養老保障制度を設立する
時は，土地の補充作用を発展させなければならないのである。
政府の責任は普恵制国民養老保険金と政府の高齢者対象の社会救助を示
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す。「養老保険金は全体高齢者保障システムの第二層になる。政府はこの層
の責任主体であり，制度の発想はすべての高齢者に最も基本的な収入保障を
提供する。普恵制の元は税収であり，個人所得とは関係なく，その当時の物
価水準とは関係があり，社会の平均的な収入より高くなる。高齢者には経済
社会成果を共有する権益がある。」政府の高齢者対象の社会救助は最後の保
障であり，公共財政の支出になっている。
企業（集団）保障は個人が自分の養老保障に責任があることを現わしてい
る。掛け金は企業（集団）が一定の割合いで負担し，完全に個人の口座に振
り込まれ，個人所有になる。就職に相関され，差別性を持ち，効率原則を体
現する。農村の養老保障体制の中で，違うグループに対し個人口座が異な
る：農村にある非農業グループと都会で安定した仕事と住所のある農民グ
ループに対し，職業養老になり，保険の掛け金は企業と個人が共同負担にな
る。流動性のある農民工グループと農村に残る真の意味の農民の個人専用口
座には，個人的な支払い，それに集団と国家が補助するという形である。
市場保障は商業的な生命保険およびできるだけの市場労働に従事すること
を指す。商業的な生命保険は利潤性保険であり，高い収入の人に偏ってい
る。農村中収入の高い人の基本的な生活を保障する上に，もっとよい生活が
できる様にさせる。経済的発展につれ，農村中には高収入群体が現われ，発
展した商業保険に“福祉的な絞り出し効果”ができ，商業生命保険に参加し
た高収入者は，手厚い養老金を受け取り，事実上，国の養老金を受け取るこ
とを放棄する。このとき，国民養老金に有限である資源をよりいっそう利用
できる。同時に高齢農民はできるだけ市場労働に従事し，小面積の土地を経
営し，その市場報酬は一定な程度で生活を改善することができる。
４．具体的な対策
４．１ 都市化の利用
農村発展の根本的な出口は都市化を実現することである。多くの農民は土
地から離れ，ほかの産業に従事し」，都市の住民になる。都市化に伴い過剰
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になった農村の労働力を都市に移転させ，彼らを都市社会保障システムに入
れる。残った農民は農業の経営規模を高めることができ，農業専門化経営を
発展させる。それによって最終，都市と農村の差異を縮める。農村における
社会保障制度が「農民に投資し，農民を移転させ，農民を減らし，農民を富
裕する」ことである。
農民の土地を徴用し「土地を用いて保障に換える」では，農民の土地譲渡
費用を養老口座に入れ，社会保障システムに入れる。都市化が進むにつれ，
中小都市の拡大が急速になり，政府の都市計画に，多くの土地を徴用しなけ
ればいけなくなっている。２００１年国土資源部第１０号令では，土地を徴用され
る農民は土補償費，移動補償金と土地付属物・農作物補償金を受け取るべき
であるとされている。土地を徴用され，一部の農村人口は都市に移住し，彼
ら若者は就職ができ，ただ高齢者は養老保障の個人口座に入金がなく，年を
とると貧困に落ち入ることになる。それで土地を徴用する時に，一括で農民
の養老保障個人口座に積み立て，高齢になった時の保障とする。都市に出て
行った農民が故郷での請負の地を有償の譲渡制度を実行し，土地との関連を
切り離れ，土譲渡所得を彼らの養老保証個人口座に入れ，同時にそれを都市
の社会保障システムに取り入れる。
４．２ 人口政策との関連づけ
農村における人口政策と養老保障政策を結ぶ。農村計画生育家庭には国が
必要な補償と奨励をあたえ，国の計画生育政策の説得力を高め，さらに比較
的に低い出生率を維持することができる。これは農村人口の増加を制御する
ことができ，計画出産政策の安定性，連続性を維持することができる。その
うえ農村養老需要と社会保障の矛盾を緩和することができる。例えば，『広
東省農村地区における計画出産家庭の奨励』では，この省の農業戸籍の６０歳
を満了とする男性と５５歳を満了とする女性が，一人っ子を産み養育すると，
農村住民に，本人が亡くなるまで，毎月一人に対し８０人民元を計画出産報奨
金として与えられる。
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４．３ 諸外国の経験
外国農村社会の養老保障制度の経験を借り，中国の都市社会養老保障制度
の改革実践を参考し，中国農村社会養老保障制度の未来選択（目標パターン）
の一つは社会保険を主体とし，都市の統一と「分別のある整合パターン」，
ないし「差別のある統一パターン」と称される。現在都市の従業者の社会養
老保険は両柱制度を実施する。そのうち，第１柱は基礎養老人保険である。
基準としては被保険者の最低生活を保障する。基金源は企業の納入した金と
国の財政である。第２の柱は，職業関連部分（収入ないし賃金関連部分）で
ある。被保険者は個人で支払い，個人的な口座を作る。目的は個人の生活水
準を標準的な基礎に改善させ，年をとった時の基本的な生活を維持する。将
来，第１柱は国民全体の基本養老保障とし，都市と農村の差がなく例外もな
い。（工業化国の「普遍的養老金」ないし日本の「国民年金」に似る）。
４．４ 農村養老保険の原資
 国の財政助成と団体の補助を通じ実現する（農地は使用者がいなく，
経済的な実力のある情況であれば，個人が一部の費用を負担することが可能
である）。そのうち，国の助成行為は重要である。国家財政は農民養老保障
を支える資金源である。農村の絶対的な貧困をなくし，もともと貧しい人を
助けるための資金は，１９９６年に１００億人民元を超え，１９９７年から，国務院は
毎年，中央財政から４５億元を再び増やして貧しい人を助けることに用いるこ
とを決定している。２０００年の中央のそれぞれの貧しい人を助ける専項資金は
２４８億元にまで達した。
中国が続々と農業税を取り止め，その税金を一定的な比率で農村の社会保
険基金の一部ソースになる制度を設けている。２００４年に中国政府はすでに農
業税を徐々に取り止めることを宣言し，２００５年の初め２０余りの省が農業税を
取り止め，２００５年の末全国的に農業税を取り止め，規定の３年期限より早か
った。中国の農業税は改革前に毎年６００億人民元を徴収していた。適当な制
度を設け，この資金を一定の比率で農村の社会保障制度にまわすことが可能
である。
中国における農村医療の現状について
― ９ ―
上記の金額を除き，国家財政が徴収する個人所得税，固定資産税，消費税
の一部を，農民養老事業に用いることができる。合理的な制度を設けて，こ
れらの資金を集中的に使い，農民と都会における養老保険の資金需要を満足
させるべきである。
 個人貯金養老計画を実施する時に，納入基準点を設け，上限を設ける
べきでない。農民とその他の従業者が平等に保障を受けるため，政府が農民
に援助と優遇政策を実行する必要がある。ともに積極的に第三産業が農民に
関する社会保障事業に従事することを援助する（日本の農協共済組合をモデ
ルとして挙げることができる）。将来的に，都市と農村の社会養老保障制度
を整合し，中国の国民（特に農民）のもっと高いレベルの生活を保証するに
は，家庭保障，コミュニティの互助などの伝統的な特色を強調し保持すべき
表１ 農業税収入が国の財政収入に占める比率
年度 農業税収入 国財政収入 比率
２００３ ４２７．６３ ２１６９１．１２ １．９７
２００２ ４２１．５４ １８９０３．６ ２．２３
２００１ ２８５．７６ １６３８６．０４ １．７４
２０００ ２９８．９１ １３３９５．２３ ２．２３
１９９９ ３９０．４７ １１４４４．０８ ３．４１
１９９８ ３６５．４４ ９８７５．９５ ３．７０
１９９７ ３６４．９９ ８６５１．１４ ４．２２
１９９６ ３３８．２６ ７４０７．９９ ４．５７
１９９５ ２４３．５５ ６２４２．２ ３．９
１９９４ １９５．０２ ５２１８．１ ３．７４
１９９３ ９６．３６ ５２８７．４２ １．８２
１９９２ ８９．９５ ４３８９．６８ ２．０５
１９９１ ７２．７９ ３６１０．８８ ２．０２
（注）１．単位：億人民元，％。
２．比率は，農業税収入÷国財政収入×１００（％）である。
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である。
５．おわりに
経済環境の変化に対応した社会保障制度の構築は，現在の中国が抱える課
題のひとつである。地域間で産業構造に大きな違いがあり，住民の所得水準
表２ ２００２年度において各省農業五税収入が地方政府一般予算収入に占める比率
地区
国家農
業五税
収入
一般予算
収入
比率 地区
国家農
業五税
収入
一般予算
収入
比率
地方合計 ６８２．３７ ６３０１．７１ １１％ 江西省 １９．５６ １１６．３１ １７％
東部地区 ７％ 河南省 ４５．６１ ２４５．０９ １９％
北京市 １．８９ ２５１．１２ １％ 湖北省 ３１．０５ １８４．１６ １７％
天津市 ２．４７ ９３．１６ ３％ 湖南省 ２８．６３ １８５．１４ １５％
遼寧省 ２０．３８ ３３８．３l ６％ 广西壮族自治区 １７．３１ １５４．３７ １１％
山東省 ６１．８１ ５１４．５ １２％ 海南省 ４．８４ ２９．６１ １６％
浙江省 ４８．２４ ４９５．８３ １０％ 西部地区 １２％
江蘇省 ５８．０１ ５５９．６９ １０％ 重慶市 １１．０９ ７６．２８ １５％
福建省 １８．８８ ２３７．３ ８％ 四川省 ３０ ２０１．８７ １５％
広東省 ５６．７６ ８８１．８１ ６％ 貴州省 １２．３５ ８３．０２ １５％
上海市 ３１．８９ ３３８．０４ ９％ 雲南省 ２５．９６ １６０．０５ １６％
中部地区 １５％ チベット自治区 ０ ５．９８ ４％
河北省 ３１．６７ ２２０．１５ １４％ 陝西省 １４．９８ １２１．２８ １２％
山西省 ６．５８ １０６０８ ６％ 甘肅省 ７．６１ ５９．７２ １３％
内モンゴル自治区 １２．１８ ９４．５７ １３％ 青海省 １．６８ １４．７２ １１％
吉林省 １３．０９ ９３．２５ １４％ 寧夏回族自治区 １．６１ ２０．２８ ８％
黒龍江省 ２６．２７ １５４．８２ １７％ 新疆ウイグル自治区 ６．２９ ９７．４３ ６％
安徽省 ３３．７ １６７７８ ２０％
（注）１．単位：億人民元，％。
２．比率は，国家農業五税収入÷一般予算収入×１００（％）である。
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に大きな格差がある現状を踏まえた社会保障制度の構築を図るとき，農村（も
しくは農民工）の存在をどのように考慮するかが要となる。すべての農民工
を制度に組み入れることができるか否かが社会保障制度の成否を左右するだ
ろう。経済水準に応じていくつかのグループに分けつつも，全体として一体
的に資金管理を行い，「皆保険」として制度を運営していくことが中央政府
の役割といえる。
表３ 中国における農民の農業税負担
年度
農村住民家庭
一人当たりの
純収入
都市住民家庭
一人当たりの
支配可能の収入
都市と
農村住民
一人当たりの
農業税負担
税負担
比率
（％）
（６）÷（１）
金額
（人民元）
（１）
増加
（％）
（２）
金額
（人民元）
（３）
増加
（％）
（４）
収入の差
（３）÷（１）
金額
（人民元）
（６）
増加
（％）
（７）
２００３ ２６２２．０ ４．３０ ８４７２．０ ９．００ ３．２３ ５８．０５ ７．７４ ２．２１
２００２ ２４７５．６ ４．６１ ７７０２．８ １２．２９ ３．１１ ８３．８８ ５０．００ ２．１８
２００１ ２３６６．４ ５．０１ ６８５９．６ ９．２３ ２．９０ ３５．９２ －２．８７ １．５２
２０００ ２２５３．４ １．９５ ６２８０．０ ７．２８ ２．７９ ３６．９８ －２２．３１ １．６４
１９９９ ２２１０．３ ２．２３ ５８５４．０ ７．９１ ２．６５ ４７．６０ ８．３０ ２．１５
１９９８ ２１６２．０ ３．４４ ５４２５．１ ５．１３ ２．５１ ４３．９５ １．３６ ２．０３
１９９７ ２０９０．１ ８．５１ ５１６０．３ ６．６４ ２．４７ ４３．３６ ９．０５ ２．０７
１９９６ １９２６．１ ２２．０８ ４８３８．９ １２．９８ ２．５１ ３９．７６ ４０．３０ ２．０６
１９９５ １５７７．７ ２９．２１ ４２８３．０ ２２．５０ ２．７１ ２８．３４ ２４．５２ １．８０
１９９４ １２２１．０ ３２．４９ ３４９６．２ ３５．６５ ２．８６ ２２．７６ １０１．５９ １．８６
１９９３ ９２１．６ １７．５５ ２５７７．４ ２７．１８ ２．８０ １１．２９ ６．７１ １．２３
１９９２ ７８４．０ １０．６４ ２０２６．６ １９．１７ ２．５８ １０．５８ ２３．０２ １．３５
１９９１ ７０８．６ ３．２５ １７００．６ １２．６１ ２．４０ ８．６０ － １．２１
（資料）『中国統計年鑑』（２００３）および『財政年鑑』（２００２）による。
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